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2030年にも気温1.5度上昇ＩＰＣＣ

国連の気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）
は、2030年にも世界の気温が産業革命前に比
べて1.5度上昇すると警告した。

気温上昇を1.5度前後にとどめるには、世界の二
酸化炭素（ＣＯ2）排出量を30年までに10年比で
45％削減し、50年ごろまでに実質ゼロにする必
要があると強調した。

➡残された時間は、あと11年！

（出典：『日本経済新聞電子版』、2018年10月9日）
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これからの世界（２）：超格差グローバル社会

上位２０位までの金融市場のプロ（ヘッ
ジ・ファンドや債券のマネージャー）が毎
年１２０億ドル（一人当たり６６０億円の
年収）を獲得

最も富裕な層２６人が、世界の３６億人
分の富を所有

（Source: Tax Justice Network (2012); Oxfam (2017))
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持続可能な地球社会ために

誰が、何を、どのようにすれば、地球
規模問題が解決され、

あらゆる人々が平和に、安心して暮
らすことのできる社会を創造すること
ができるか？

➡グローバル・タックスと世界政府
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視るポイント

カネと権力
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カネ①：世界の問題を解決するためには

巨額の資金が必要

気候変動：１８１兆円以上

貧困、格差、教育、ジェンダー
などなど：

合計： ４００兆円以上
世界のODA：１７兆円

（上村 2015; UNCTAD: 2014）
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7

7 カネ②：膨張するマネーゲーム経済
世界の実体経済の規模（２０１２年）：

７２．２兆ドル（７９４２兆円）

金融資本： ９０１兆ドル（９京９１１０兆円）

⇒実体経済の１２倍以上

金融資本の求めるものは「短期的利潤」

企業であれ、国であれ、金融資本に逆らえな
い

国債や株式が「売りを浴びせられる」

（出典： 経済産業省（2009）『通商白書2008』； 佐久間智子（2002）「日本に住む私たちは、WTOを
どう捉えたらよいのか」、スーザン・ジョージ（杉村昌昭訳）『WTO徹底批判！』作品社、107-118
頁）



8 カネ③：儲けたカネはタックス・ヘイブンへ！

タックス・ヘイブンにペーパーカ
ンパニーを作り、そこにお金を移
して本国で課税されるのを免れ
る

タックス・ヘイブンはあらゆる情
報を秘匿



9 カネ③：儲けたカネはタックス・ヘイブンへ！

スターバックス、アップル、グー
グル、アマゾンなど有名企業が
利用

⇒そこに秘匿されているカネ：

ざっと５０００兆円！
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権力①：
１％の
１％による
１％のための
ガヴァナンス



権力②：「鉄の三角形」

政治家

業界

財界
官僚
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権力③：主権国家体制
現在の国際社会＝主権国家体制： 中央政府
（世界政府）がなく、各国の権利が不可侵、最
も優先される

⇒タックス・ヘイブンに介入できない

政府は各国内の「鉄の三角形」の影響を受ける

⇒化石燃料の大幅削減という目標は達成できない
＜e.g.> トランプ大統領のアメリカ

ゆがんだ権力体制
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何が問題なのか？

巨額の資金不足

マネーゲーム経済＆T.H.

１％のガヴァナンス

既得権の「鉄の三角形」

各国の絶対的国家主権
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グローバル
タックス

＆世界政府



グローバル・タックス
↓

地球規模で税を
制度化すること
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16 グローバル・タックスの３本柱

①世界で課税に関する情報を共有：
新たなタックス・ヘイブン対策

②国境を越えた革新的な課税を実施

③課税・徴税・分配のための新たなガ
ヴァナンス（統治）を創造： グローバ
ル・ガヴァナンスの透明化と民主化



17 １．世界で課税に関する情報を共有

自動情報交換： 各国の税務当局が、自国
民の口座情報を自動的に交換できるシステ
ム

OECDのBEPS（税源浸食と利益移転）：
多国籍企業の財務情報を国別に報告させ
る→適正な課税額の割り出し

⇒規制

⇒課税（移転価格税制、タックス・ヘイブン
利用税）



18 １．世界で課税に関する情報を共有

➡タックス・ヘイブンを利用す
る「旨み」を減らし、長期的に
利用者をなくしていく



19 ２．国境を超えた革新的な課税

グローバルな資産や国境を越える活
動に課税

負の影響を抑制しつつ

税収を地球規模問題の解決のために、
再分配する税のシステム

（出典： Uemura, Takehiko (2007) “Exploring Potential of Global Tax: As 
a Cutting-Edge-Measure for Democratizing Global Governance”, 
International Journal of Public Affairs, Vo. 3, pp. 112-129.）



２．革新的な課税の実施
課税対象 税

金融 金融取引税、通貨取引税

国際交通 航空券連帯税、航空燃料税、
バンカー油課税、国際船舶税

多国籍企業 多国籍企業税

情報通信 電子商取引税

軍需産業 武器取引税、武器売上税

エネルギー産業 地球炭素税、天然資源税

富裕層 グローバル累進資本課税
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21 グローバル・タックスが実現すると・・

巨額の税収： 最大年間３００兆円！

負の活動を抑制： 投機的取引、二
酸化炭素の排出、武器取引など

新たなグローバル・ガヴァナンスの創
出（第三の柱）

➡「世界政府」の創設へ



世界政府論の分類
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中央政府
全知全能型
(クック)

中央政府
イシュー限定型
(テンフェ―)

コスモ
連邦制

(マルケッティ)

国連改革
コスモポリタン
民主主義

連邦政府
イシュー包括型

国家主権移譲

国家主権維持

イシュー
包括的イシュー

限定的

世界連邦政府
世界運動

民主国家
連邦連合

（ユンカー）



世界政府とは
目的： 地球規模課題の解決

＜三つの構成要素＞

世界議会：人類の生存のための政策を議論
し、法的拘束力を持った決定を行う立法府

世界政府： その決定事項を実施する各国
の主権を部分的に超えた行政府

世界法と世界司法裁判所：これらを法的に
保証する司法府
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なぜ世界政府が必要なのか？
各国：地球益よりもまずは国益優先

たとえ地球益になることであっても、国益に抵触
すれば協力しない

事例：

①自国の経済や産業を優先して（国益を優先して）、
十分なCO2削減策を取らない

②軍需産業の発展のために（国益のために）、武器
の開発・製造・輸出を続ける

③タックス・ヘイブン

グローバルな決定に、人々は参加できない

⇒地球規模課題は解決できない

24



国連ではダメなのか？

情報提供

話し合える場（会議、フォーラム）

プログラム・プロジェクトの実施

非民主的＝安全保障理事会のP5
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加盟国
加盟国

加盟国

加盟国

加盟国

加盟国加盟国

国連



世界政府論に対する批判
カント： 『永遠平和のために』

・一大強国のために、諸国家が溶解する

・法律は統治範囲が拡大するにつれて威力を失う

⇒「魂のない専制政治」へ

⇒「国家間連合」が望ましい

ポッゲ（2008）

・集権的世界国家は、外部を持たない

⇒圧政が起こった時に、そこから逃れられない

実現性がない
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世界政府に対する批判を乗り越える
ポイント

人類の生存にかかわるイシューに限定

連邦制：それ以外は、主権を維持（連邦
政府と州政府の関係）

補完性の原則：まずはローカル。次にナ
ショナル。第三にリージョナル、最後に
グローバル（EUの政策）。

しかし、実現性は？？？
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どうやって実現するのか？①

★国連議員総会➡世界議会

1. 国連総会を国連議員総会へ：各国の国会議員
から代表を送る（より民主的）

2. 国連議員総会を上院にし、直接選挙で選ばれ
た議員からなる下院を創設

3. 上院：1国1票、

下院：議席を人口に比例させる

➡世界議会の創設へ
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どうやって実現するのか？①

まずは、国連議員総会をどうやって作
るか？

対人地雷禁止条約や国際刑事裁判所に
ならって、有志国（スイスなど）＋
NGOネットワーク（UNPAキャンペー
ン、世界連邦運動など）

課題： 有志国をどうやって増やす
か？
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どうやって実現するのか？①
日本はどうか？

①1948年： 世界連邦運動協会が、尾崎行雄、賀
川豊彦らによって結成

②1949年： 世界連邦日本国会委員会が、衆議院
議長松岡駒吉、参議院議員田中耕太郎ら104名の超
党派の両院議員によって結成

③2005年：「国連創設及びわが国の終戦・被爆六
十周年に当たり更なる国際平和の構築への貢献を
誓約する決議」衆議院で可決

→実は日本はキープレイヤー！
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どうやって実現するのか？②

⇨グローバル・タックス
第三の柱

課税・徴税・分配のための新たなガヴァ
ナンス（統治）を創造し、より透明で、
民主的で、説明責任を果たすグローバ
ル・ガヴァナンス構築に向けた改革に連
動させること
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ガヴァナンスの変革

グローバル・タックス： 多数で多様な納税者

GTを財源とする国際機関は透明で、民主的で、アカ
ウンタブルでなければならない

<e.g> UNITAID（国際医薬品購入ファシリティ）

←航空券連帯税

・理事会： 創設国＋スペインで６名、アフリカ連合、ア
ジアから各１名ずつ、市民社会から２名、財団から１
名、世界保健機関から１名の合計１２名の理事で構
成

⇒マルチ・ステークホルダー・ガヴァナンス
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グローバル・ガヴァナンスの変容のロジック

理事会に政府代表に加えて多様なステークホ
ルダーが参加+自主財源（UNITAID）＝ミクロレ
ベル

「マルチステークホルダー＋自主財源」を持っ
た機関が次々と誕生する段階＝メゾレベル

「グローバル・タックス機関」と、それを民主的
に統治する「グローバル議会」が創設される段
階＝マクロレベル
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34
新たな地球ガヴァナンスの創造

グローバル
租税機関

グローバル
議会

実施国政府代表

市民社会代表

政府代表

国会議員代表

市民社会代表

人口に応じた議決権
（大国３票、中間国２票、小国１票）

UNITAID

金融取引税
機関

地球炭素税
機関

マルチ
ステーク
ホルダー
ガヴァナンス
＋

自主財源

各セクター代表
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世界政府のイメージ

世界議会

世界
金融省

世界
開発省

世界
環境省

内閣

世界
教育省

世界
防衛省

グローバル
租税機関

世界司法
裁判所

世界連邦軍

UNDP 

etc.

UNEP

etc.

UNESCO 

etc.

大臣

国際司法
裁判所

上院

下院

機能主義



グローバル
タックスは

実現可能か？
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37 １．世界で課税に関する情報を共有

自動情報交換： 各国の税務当局が、自国
民の口座情報を自動的に交換できるシステ
ム

OECDのBEPS（税源浸食と利益移転）：
多国籍企業の財務情報を国別に報告させ
る→適正な課税額の割り出し

➡着実に前進
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38 ２．国境を超えた革新的な課税

航空券連帯税： ○

「CDM税」： ○→△

金融取引税： △

通貨取引税： ×

地球炭素税： ×



グローバル・タックスの事例
～航空券連帯税～

飛行機に乗れる「豊かな」人たちから徴税し、貧しい人々に
再分配する

ファースト/ビジネスクラス： 40ユーロ（国際線）

エコノミークラス： 4ユーロ（国際線）

エイズ、マラリア、結核という３大感染症の薬を安定的に購
入し、治療へのアクセスを高める資金源

２００６年２月２８日～３月１日

「革新的開発資金メカニズムに関するパリ会議」
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革新的開発資金メカニズム
に関するパリ会議

２００６年２月２８日～３月１日

フランス、ブラジル、チリ、ルクセンブルグ、ノル
ウェー、コンゴ、コートジボワール、韓国など１３ヶ
国が航空券連帯税を実施することを表明

⇒現在１２ヶ国が実施

イギリス、スペイン、南アフリカ、ドイツ、オースト
リア、インド、メキシコなど３８ヶ国が「革新的開発
資金に関するリーディング・グループ」を設立 ⇒
現在６５ヶ国に拡大
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●現在

・フランス

・チリ

・モーリシャス

・韓国

・マダガスカル

・ニジェール

・マリ

・カメルーン

・コンゴ

などで実施



UNITAIDの成果（2007年度）

HIV/AIDS マラリア 結核

パート
ナー

クリントン財団
WHO
UNICEF
グローバル・ファンド

グローバル・ファンド
WHO
UNICEF

ストップ結核パートナー
シップ, 
グローバル・ドラッグ・フ
ァシリティ, 
グローバル・ファンド

受益国数 53ヶ国 22ヶ国 58ヶ国

受益者 100,000人の子どものARV治療
65,000人の第2線ARV治療
122,000人の妊婦のARV治療

135万人のACT治療 866,000人の第1線治療
180,000人の子どもの治
療
4,700人の多剤耐性治療

医薬品
価格の
低下

40％（小児用ARV）
25-50％（第2線ARV）

29％（ACT）* 20-30%（MDR-TB）*

註：*はUNITAID, 2007eより
（UNITAID, 2007d: 1をもとに筆者作成）
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43
金融取引税

シュテファン・シュルマイスターら（オーストリア経
済研究所）

あらゆる金融資産の取引に課税する税

株価、為替レート、商品価格の不安定さを抑制

実体経済への悪影響が小さい

税収（０．０５％）：

年間６５５０億ドル（７２兆５００億円）

→ギャンブル経済を抑えながら、莫大な税収が
得られる



44
欧州委員会のEU指令案

２０１１年９月２８日： 欧州委員会は、EU
加盟国に対し、２０１４年に欧州金融取引
税の導入を求めるEU指令案を提出

株式と債券取引に0.1%、デリバティブ取
引に0.01%を課税する

予想される税収： ５７０億ユーロ（６兆８
４００億円）
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欧州における金融取引税の最新動向

2012年10月9日： EU11ヵ国導入の意思表示

2013年4月22日： 英、欧州司法裁判所に提訴

2014年4月30日： 欧州司法裁判所、英の請求を棄却

2015年12月8日： 10ヵ国財務相、金融取引税の導入で
大筋合意（エストニアが離脱）。税率など詳細はこれから詰
める

⇒2016年12月： 財務相会合、欧州委員会にEU指令案の
作成を要請

⇒現在Brexitで様子見。しかし、「夢物語」が現実
になる可能性は十分残っている！



日本の動向
1995年： 衆議院決算委員会

1998年： 金子宏「国際人道税」論文

2001年： トービン税研究会

2006年9月： 研究者・ＮＧＯ→グローバル・タック
ス研究会

2008年2月： 国会議員→国際連帯税創設を求め
る議員連盟

2008年9月： 政府→リーディング・グループに加
盟

2009年4月： 市民→国際連帯税を推進する市民
の会（アシスト）
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国際連帯税推進協議会の創設
●2009年4月創設

●座長： 寺島実郎

●国会議員（国際連帯税議員連盟）

●研究者（環境、開発、財政学、税法、国際政治学、国際経済史）

●ＮＧＯ（環境、開発、国際保健）

●金融業界（香港上海銀行）

●労働組合（自治労）

＋政府（外務省、財務省、環境省）

＋国際機関（世界銀行）

⇒国際連帯税推進協議会（寺島委員会）



国際連帯税推進協議会
（寺島委員会）最終報告書

環境・貧困・格差に立ち向かう国際連帯税の
実現をめざして

―地球規模課題に対する新しい政策提言―

国際連帯税推進協議会最終報告書

２０１０年９月

http://www.acist.jp/images/stories/saisyuuhoukoku.pdf



そして、結果は・・・

２０１０年１２月１６～１７日： 日本で第８回
リーディング・グループ総会を開催。

前原外相「政府税制調査会の議論を通じ、
国民の理解を増進したい」

⇒２０１１年度税制改正では見送り

⇒いかに市民の力をつけることができる
か？
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社会保障の安定財源の確保等を図る税
制の抜本的な改革を行うための消費税法
の一部を改正する等の法律

成立日：平成24年8月10日 公布日：平成24年8月22

日 施行日：平成26年4月1日

第七条 七 国際的な取引に関する課税については、
国際的な租税回避の防止、投資交流の促進等の観点
から必要に応じて見直すとともに、国際連帯税につい
て国際的な取組の進展状況を踏まえつつ、検討する
こと。



最新の状況

経団連： 航空券連帯税にも、金融
取引税にも反対を表明

平成２５年度～平成３０年度自民
党税制改正大綱： 「国際連帯税」
の推進どころか、その言葉さえない
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第２次
寺島委員会
の立ち上げ

（2014年10月12日）



グローバル連帯税
推進協議会
最終報告書

２０１５年１２月刊行



54 外務省： 「国際連帯税を導
入する場合のあり得べき制
度設計等に関する研究会」

を設置
↓

２０１６年11月創設
２０１７年２月に報告書



国際観光旅客税
2018年4月： 参議院で可決、成立

日本を出国するすべての人（日本人、外国
人を問わず）に1000円課税

2019年1月から実施
しかし・・・
税収：日本の観光業界の発展に使用

グローバル・タックスの仕組みを「盗んで」
税金を取りながら、肝心の税収は日本の特
定の業界に還元させる悪質な制度
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最新の状況

経団連： 航空券連帯税にも、金融
取引税にも反対を表明

平成２５年度～平成３０年度自民
党税制改正大綱： 「国際連帯税」
の推進どころか、その言葉さえない
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河野太郎外務大臣
2018年5月： 20カ国・地域（Ｇ20）外相会合で
国際連帯税の検討を呼びかけ

2018年6月： 「来年のG20などの国際会議の
機会をとらえて、国際連帯税導入に向けた、一
層の環境整備を図っていきたい」

2018年7月： 「国の予算に依存せず、必要な
資金のギャップを埋めるやり方として国際連帯
税は有力な方法の一つだ」

今がチャンス！！
57



58

2019年
日本は、再び

リーディング・グループ
議長国に！！



G7開発大臣会合
「持続可能な開発資金に関する宣言」

革新的な資金調達メカニズムの重要性を認識
したG20 大阪首脳宣言に従って、我々は開発
のための追加の資金を動員し、既存の資金の
影響を増大させるのを援助するという我々の支
持を表明する。

この問題を国際的なレベルで推進する上で、現
在日本が議長を務める、開発のための革新的
な資金調達に関するリーディング・グループの
役割を歓迎する

（2019年7月4日）
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国際連帯税推進協議会（第1次寺島委員会）
グローバル連帯税推進協議会（第2次寺島委員会）

外務省有識者会議（第3次寺島委員会）

政治決断

60

理論武装
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「下から」
私たちにできる
ことは何か？



62 考えられる方策
選挙？

デモ？

メディア？

教育？ロビイング？

アドヴォカ

シー？

その他？
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日本の政策形成過程

自民党政権下でグローバル・タックスを実現す
るためには、

１．NGOや国会議員が、外務省が財務省に対し
て国際連帯税のための予算を概算要求するよう
に働きかける

２．外務省が財務省に対して、グローバル・タック
スの概算要求を行う

３．外務省は、自民党外交部会がグローバル・タッ
クスについて賛同するように説得
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日本の政策形成過程

4. 外務省（と自民党外交部会）は、自民党税制
調査会がグローバル・タックスを自民党税制改
正大綱に入れ込むように説得

5. 自民党税制調査会が税制改正大綱の中に
「グローバル・タックスの導入」を入れ込む

6. これが政府の法案になる

7. 法案は衆議院と参議院で議論される

8. 議論の末、採択されれば法律となる



65
結局社会を変えるのは・・・

結局、グローバル・タックスを実現させる
ためには、そのような想いを持った国会議
員を増やすことが一番の近道

⇒選挙の重要性

⇒投票率アップの重要性

⇒グローバル・タックスの実現を始
め、社会を変えるのはみなさん次
第!
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